
平成２２年度



 ２２年度予算は市長改選期による骨格予

算（政策的経費を極力抑え、義務的経費

を中心に編成した予算）となります。新規事

業等の政策的な経費については、補正予

算での肉付け対応となります。



一般会計 183億5925万2千円
※対前年比 2億226万4千円減
対前年比 1.1%減



区 分 予算額 （千円） 前年比

市 税 50億1233万0 △4.9%

地 方 譲 与 税 2億3100万0 △3.8%

交 付 金 等 5億9100万0 △9.1%

地方交付税 65億0000万0 0.0%

普通交付税 58億0000万0 0.0%

特別交付税 7億0000万0 0.0%

交通安全対策特別交付金 1100万0 △15.4%

分担金および負担金 3億5710万7 2.3%

使用料および手数料 3億5646万8 △1.5%

国 県 支 出 金 35億4062万4 33.7%

繰 入 金 2億4868万1 △37.5%

市 債 9億8250万0 △42.4%

そ の 他 5億2854万2 9.1%

歳 入 合 計 183億5925万2 △1.1%

区 分 予算額 （千円） 前年比

議 会 費 2億4182万7 △10.9%

総 務 費 23億6096万8 △8.8%

民 生 費 66億9653万0 15.5%

衛 生 費 14億 916万9 8.7%

労 働 費 2億5036万3 748.3%

農 林 業 費 4億3933万0 △11.5%

商 工 費 3億9235万4 △4.3%

土 木 費 14億8257万7 △22.5%

消 防 費 6億8837万9 △0.1%

教 育 費 16億5831万1 △6.1%

災 害 復 旧 費 2 0.0%

公 債 費 24億5421万4 △12.2%

諸 支 出 金 2億6426万3 △40.7%

予 備 費 2096万5 △66.2%

歳 出 合 計 183億5925万2 △1.1%

【歳 入】 【歳 出】



区 分 ２ ２ 年 度 ２ １ 年 度 前年比

義 務 的 経 費 101億7576万2 99億7473万9 2.0%

人 件 費 37億3339万4 39憶5471万6 △5.6%

扶 助 費 39億8815万4 32憶2527万5 23.7%

公 債 費 24億5421万4 27憶9474万8 △12.2%

投 資 的 経 費 8億2359万7 14憶4538万6 △43.0%

普 通 建 設 事 業 8億2359万5 14憶4538万4 △43.0%

災 害 復 旧 事 業 2 2 0.0%

そ の 他 の 経 費 73憶5989万3 71憶4139万1 3.1%

物 件 費 23億7674万2 20憶3393万0 16.9%

補 助 費 等 19億7525万2 21億3430万6 △7.5%

繰 出 金 25億8661万7 25憶665万6 3.2%

そ の 他 4億2128万2 4憶6649万9 △9.7%

合 計 183億5925万2 185憶6151万6 △1.1%



子ども手当

・２２年度から０歳～中学校修了前の
子どもに一人当たり月額13,000円を支
給します。

対象見込 6,883人

８億９４７９万０千円
国・県支出金

7億9466万4千円



保育所等緊急整備事業

・子どもを安心して育てることができる体制
の整備を図るため、保育所事業者に対し施設
整備補助を行います。

本年度対象事業者 ひまわり保育園

１億１６０７万７千円
県支出金

7738万5千円



佐賀県緊急雇用対策事業

・２１年度（予算額1億484万5千
円）に引き続き、２２年度も積極
的に雇用対策事業に取り組みます。

２億２０８５万６千円
県支出金

2億2084万5千円



・ふるさと雇用再生基金事業
地域ブランドの確立・保育サービス事業等を民間に委託

することにより新規の雇用創出を図ります

新規雇用見込数 ３３人

・緊急雇用創出基金事業
教育・文化・環境等の分野で事業委託や直接雇用するこ

とにより新規の雇用創出を図ります

新規雇用見込数 ３５人

・重点分野雇用創造事業
介護、医療、農林水産、環境・エネルギー、観光、地域

雇用の６分野で事業委託をすることにより新規の雇用創出
を図ります

新規雇用見込数 ２５人



武雄小学校管理棟大規模改造事業

・老朽化した武雄小学校管理棟の大
規模改造を行い、教育環境の改善に
努めます。

８８２６万５千円
国支出金

3300万0千円
地方債

5240万0千円



武雄中学校校舎改築事業

・老朽化した武雄中学校校舎の大規模改
造を行い、教育環境の改善に努めます。

１億５２１万０千円



会 計 名 称 予 算 額 前年度比

国民健康保険特別会計 ５９億５５９３万７千円 4.8%

老人保健特別会計 １５０万０千円 △87.9%

後期高齢者医療特別会計 ５億４７３１万３千円 △6.1%

農業集落排水事業特別会計 ６億９９９８万４千円 2.9%

公共下水道事業特別会計 １億３０８６万６千円 △55.4%

戸別浄化槽事業特別会計 ２億 ４３３万４千円 33.1%

土地区画整理事業特別会計 １億８９０７万９千円 △79.5%

競輪事業特別会計 １３０億８１３１万７千円 △8.1%

給湯事業特別会計 １６３４万３千円 △18.3%

新工業団地整備事業特別会計 ２０億 ３５６万８千円 277.8%



会計名称 予算額 前年比

水道事業会計（支出） １９億５３１２万３千円 1.2%

工業用水道会計（支出） ７９６６万０千円 △8.4%


